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2026 年９月 10日 

株主の皆様へ 

アサヒグループホールディングス株式会社 

 

臨時株主総会 

事前アンケート及びライブ配信でのご意見、ご質問に対するご回答 

 

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

当社臨時株主総会におきまして、事前アンケート及びライブ配信での多数のご意見、ご質

問をお寄せいただきありがとうございました。 

お寄せいただいたご意見、ご質問のうち、本総会の目的事項に沿った主なご意見、ご質問

につきましては、総会当日に、 

① 議長による今後の経営方針等の報告、 

② 事前にいただいたご質問のうち主なもの３問についての担当役員からの回答、 

③ 会場での質疑応答における担当役員からの回答 

でご回答しており、これらを含めた株主総会の模様は、「株主総会事後配信掲載サイト」よ

りご視聴いただけますので、ご参照いただきますよう、お願い申し上げます。 

なお、上記「②事前にいただいたご質問のうち主なもの３問についての担当役員からの回

答」の内容は、以下のとおりとなります。 

株主の皆様には、今後とも変わらぬご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

Ｑ１．サイバーセキュリティの強化について 

はじめに、昨年発生したサイバー攻撃により、システム障害や情報漏えいが発生し、株主

の皆様をはじめ、お客様、お取引先様、その他多くの関係者の皆様に、多大なるご迷惑とご

心配をおかけしましたことを、あらためて深くお詫び申し上げます。 

当社グループでは、今回の事案を重大な経営課題として受け止め、外部の専門家による検

証結果も踏まえ、技術面だけではなく、組織・ガバナンス、情報・IT 資産管理、委託先管

理、人材・体制、事業継続の各面から、再発防止策を進めております。 

まず、日本においては、同様の手口による再侵入と被害拡大を防ぐための緊急対策を完了

しております。システムの復旧についても、対象となるシステムすべての正式なリリース判

定を終え、6月末までに復旧を完了いたしました。これにあわせて、パスワードや認証方法

の強化、不要なアカウントの削除、端末の刷新、監視・検知機能の強化、ネットワークの分

離や接続制限など、現行環境で実施可能な対策を進めてまいりました。 

しかし、当社は、これらを一時的な対策で終わらせることなく、継続的な強化につなげる

ことが重要であると認識しております。このため、2026 年内に、国内における「守れる状

態」の基盤を固め、その後、システムやネットワーク全体の構成を見直す中期的な強靭化へ

移行してまいります。具体的には、ID と権限の管理強化、ネットワークの細分化、クラウ
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ド環境の安全性向上、監視・対応体制の高度化、老朽化したシステムの刷新などを、計画的

に進めてまいります。 

また、サイバー攻撃を完全に防ぐことだけでなく、万一発生した場合にも、事業への影響

を最小限に抑え、速やかに回復できることが不可欠です。このため、重要なシステムと情報

を明確にしたうえで、事業継続計画と災害復旧計画を連動させ、復旧の優先順位や目標時間

を定めるとともに、攻撃者が削除・改変できない隔離バックアップや、定期的な復旧訓練の

整備を進めております。これまでの「止まらないことを前提とした IT」から、「万一止まっ

た場合にも速やかに回復できる IT」への転換を図ってまいります。 

組織・ガバナンス面では、経営直下に情報セキュリティ委員会を設置し、方針、リスク、

コンプライアンスの各領域を継続的に管理する体制を整備しました。また、セキュリティを

専門に扱う組織と人員を強化し、重要なリスクや対策の進捗を経営が継続的に確認する仕

組みへ改めております。さらに、重要な情報とそれを保有するシステムの把握を早期に完了

し、モニタリングを強化していきます。 

海外の各地域においても、事案発生直後に必要な封じ込めを実施し、グループ横断での被

害拡大を防止しました。今後は、各地域の対策を個別に進めるだけではなく、国際的な標準

であるNISTサイバーセキュリティフレームワーク 2.0 に基づく共通基準を適用し、第三者

による定期的な評価、監視体制の連携、インシデント対応訓練などを進めます。グループ全

体の統制・監視・対応力を標準化し、グローバルで一貫したセキュリティ基盤を構築してま

いります。 

サイバー攻撃の手法は絶えず変化しており、対策に終わりはないとの前提で、当社グルー

プは、情報セキュリティを事業継続と企業価値を支える重要な経営基盤と位置づけ、「防衛

力」と「回復力」の両面から継続的に強化し、株主の皆様をはじめとするステークホルダー

の皆様からの信頼回復に全力で取り組んでまいります。 

 

Ｑ２．国内事業の回復戦略について 

当社は昨年発生したシステム障害により、一部商品の供給や販売活動に影響を受け、消費

者の皆様、流通、サプライヤー等の取引先様に大変なご迷惑をお掛けしました。改めてお詫

び申し上げます。 

この 1 年間、供給体制の復旧に加え、得意先様との関係再構築や販売間口回復に向けた

追加提案、主力ブランドへのマーケティング投資の再強化など、事業基盤の立て直しにグル

ープ一体となって取り組んでまいりました。その結果、日本・東アジアにおける 2026 年上

期の売上収益は前年同期比 2.2％減、事業利益は 11.2％減となりましたが、第２四半期には

売上収益が前年同期比 4.3％増まで回復し、事業利益についても 1.2％減まで改善しており

ます。システム障害からの復旧・復興は着実に進展しており、現在は回復に加え、その先の

成長を見据えた取り組みも併せて進めております。 

酒類事業では、2026 年 10 月の酒税改正を大きな成長機会と捉えております。税率一本

化によって、これまで以上に商品やブランドそのものの価値が問われる市場になると考え
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ており、当社はビールカテゴリーを成長の起点として市場活性化をリードしてまいります。 

その中核となるのが、「スーパードライ」を中心としたビール価値向上の取り組みです。

当社は現在、“辛口のうまさ”を最大限に引き出す「冷え」に着目した戦略を推進しておりま

す。業務用では高品質な状態でビールを提供する取り組みを拡大するとともに、家庭用にお

いても「冷え」の価値を実感いただける提案を強化しております。こうした取り組みをさら

に発展させることで、「スーパードライ」ならではの価値を磨き続け、ブランド価値の向上

とビール市場の活性化につなげてまいります。 

また、人口減少や飲酒人口の減少という構造的な課題に対しては、スマートドリンキング、

いわゆる「スマドリ」を推進しています。ノンアルコール飲料や低アルコール飲料に加え、

「大人テイスト飲料」など新たな需要創造を通じて、飲む人も飲まない人も楽しめる市場づ

くりを進め、市場そのものの拡大につなげてまいります。 

飲料事業では、システム障害の影響で失われた販売機会や販売間口の回復を進めるとと

もに、「カルピス」「ウィルキンソン」「三ツ矢」「おいしい水」「モンスター」といった主力

ブランドに経営資源を集中し、販売回復とブランド価値向上に取り組んでまいりました。今

後はさらにブランド基盤を強化しながら、収益性を伴う成長への転換を進めるとともに、新

たな飲用体験を提案する商品開発など、新価値創造にも取り組んでまいります。 

食品事業では、「ミンティア」「ディアナチュラ」を中心とした主力ブランドの成長を目指

しております。「ミンティア」は日常のさまざまなシーンへの提案を強化し、「ディアナチュ

ラ」は健康意識の高まりを背景にお客様一人ひとりの健康課題に応じた提案を進めること

で、さらなる成長を図ってまいります。 

加えて、酵母や乳酸菌の事業では長年培ってきた独自技術を活用し、健康やウェルビーイ

ング領域における新たな価値創造を進めております。これらの領域を将来の成長分野と位

置づけ、研究開発や事業基盤の強化を通じて、新たな収益の柱へ育成してまいります。 

さらに日本事業全体では、サプライチェーンの最適化や物流効率化、DX・AI 活用による

生産性向上などを通じて、グループ横断で収益基盤の強化を図っております。 

今後も、酒類、飲料、食品それぞれの強みを生かしながら、グループ一体となって成長戦

略を推進し、企業価値向上に努めてまいります。 

 

Ｑ３．株主還元について 

まずは、サイバー攻撃の影響により決算開示が遅延し、業績にも一定の影響が生じたこと

で、株主の皆様にご心配とご迷惑をお掛けしましたことを、心よりお詫び申し上げます。 

当社は 2025 年 2 月に「主要指標のガイドラインおよび財務方針」を公表し、財務健全性

の確保、成長投資の推進、資本効率の向上、そして株主還元の充実を通じて、中長期的な企

業価値向上を目指すことをお約束しております。その中で株主還元については、安定的な増

配を継続するため、DOE※4％以上を目指した累進配当を実施するとともに、機動的な自己

株式取得を行う方針を掲げております。 

今回、サイバー攻撃等により当社の事業計画に一部影響が生じておりますが、当社の財務
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基盤や中長期的な成長方針に変更はなく、株主還元方針を含む 2025 年 2月公表のガイドラ

インについても変更はございません。 

まず配当についてです。2026 年の年間配当予想は前期から 5円増配となる 1株当たり 57

円としており、今後もDOE4％以上を目指した累進配当の考え方のもと、安定的かつ継続的

な株主還元に努めてまいります。 

次に自己株式取得についてです。当社は、2020 年の CUB買収時に、財務健全性の確保を

目的として、株式分割後ベースで約 1億 5千万株の公募増資を実施いたしました。その後、

継続的な有利子負債の圧縮等により財務基盤の改善が進んだことから、公募増資による発

行株式数の希薄化については、2028 年度までの解消を目途に取り組んでおります。その一

環として、2025年には約4,038万株、総額約700億円の自己株式取得を実施いたしました。 

今後につきましても、当該方針に沿いながら、成長投資とのバランス、財務健全性及び業

績動向を総合的に勘案し、資本効率の向上と株主価値の向上に資する自己株式取得を機動

的に検討してまいります。 

最後に、当社は、将来の成長と財務規律の両立を図りながら、株主の皆様への還元を重要

な経営課題の一つとして引き続き取り組んでまいります。株主の皆様には、今後とも変わら

ぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

※ 配当総額を、親会社所有者に帰属する持分合計で除して算出。 

 

以 上 


